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平成２２年７月２６日 

各      位 

会 社 名  株式会社セイクレスト 

代表者名  代表取締役 青木 勝稔 

       （ＪＡＳＤＡＱ・コード番号８９００） 

問合せ先  取締役経営管理本部長 足立 和重 

電  話  ０６－６２６４－７０７７ 

 

業務提携に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の当社取締役会において、中国の太陽電池メーカーである、優太(國際)新能源有限公司

（以下「Upsolar 社」という。）と日本市場での独占販売権及び両者が協力して販売拡大を進める旨の業務提

携契約の締結を行うことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．業務提携の目的及び理由 

昨今、地球温暖化対策が世界的に活発化する中、日本においても、昨年 11 月から、一般住宅における太

陽光発電の余剰電力については、電力会社が 48円／kwh にて買取る制度がスタートいたしました。さらに、

導入時のコストについても、国が 1kw あたり 7 万円、さらに地方自治体によっては、上乗せして補助金を

支給するなど、太陽光発電システム普及促進の政策が活発に行われております。 

その結果、住宅用の太陽光発電システムの普及は大幅に加速し、2009 年の補助金の交付件数 51,000 件

以上、合計容量 195MW 以上、売上高に換算すると約 1,200 億円となっております。2010 年度は補助金の予

算額（401.5 億円）から、150,000 件程度の補助金交付が見込まれており、更なる普及拡大が確実なものと

なっております。 

こうした中、以前より LOHAS 事業部で太陽光発電システムの取扱いに関する検証を進めていた当社と、

欧州で大きな実績を積み、次なる市場を日本と考えていた Upsolar 社は、日本市場での販売に関して協議

を重ねて参りました。その結果、当社の販売力と特に不動産事業において構築したネットワークを利用し

て販売を進めたい Upsolar 社と、高品質、低価格、さらに実績のある Upsolar 社の太陽電池を LOHAS 事業

の商材として取扱いたい当社の思惑が一致し、今回の締結に至りました。 

Upsolar 社は、主に欧州，北米およびオーストラリア向けに Upsolar 社が開発・製造した太陽電池を搭

載した太陽光発電システムの開発・販売・メンテナンスを行っている会社であります。 

同社の製品は、ドイツの月刊エコロジー雑誌 Ökotest が世界中の 15 社のソーラーメーカーを対象に行っ

た独立測定結果により、sehr gut (非常によい)の評価を獲得しております。sehr gut (非常によい)の評

価は評価対象の 15社中４社のみが獲得しており、うち中国７社のソーラーメーカーの中で同社は唯一 sehr 

gut (非常によい)の評価となっている等、業界において高い性能と品質が評価されております。また、平

成 22 年６月 30 日から７月２日にパシフィコ横浜にて開催された「PVJapan2010（太陽光発電に関する総合

イベント）（※1）」にもゴールドスポンサーとして積極的に出展する等、各方面から注目を集めている企業
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であります。 

今般、同社は、世界的にクリーンエネルギーの利用を促進し太陽光発電システムの普及と発展に努め、

地球環境を保全すべく低炭素社会の実現に貢献していくというという理念のもと、アジア圏においてさら

なる事業展開を実施していくため、日系企業との環境関連企業とのパートナーシップに基づくアライアン

ス等を行うことを目指し、同社が開発・製造した太陽電池を搭載した太陽光発電システムを、当社が総販

売代理店として日本国内で独占販売していく旨の業務提携を行うことに合意したものです（※2）。 

当社におきましては、主力事業である企画・販売代理事業を軸に、一戸建て・ビル・マンション・ホテ

ル等の開発事業、リゾート地の販売業務等を行っておりますが、他方で、収益力ある事業の柱を当社グル

ープ内に育成するため、昨年度より新規事業として環境関連事業を立ち上げ、除菌・消臭剤及び LED 照明

の販売等の事業推進を加速化させると共に、有益と考えられる企業との提携を積極的に検討しておりまし

た。 

この度の業務提携は、当社の不動産情報の顧客別、地域別の属性分析力、及び当社の不動産流動化事業

で過去にファンド等へ物件供給・仲介を行った物件（商業ビル、ホテル、公共施設、マンション）及び当

社とコンタクトのあるファンド等が保有する全ての物件、並びに企画・販売代理事業で販売した一般分譲

マンション（今後の新規供給分も含む）、プロパティマネジメント、アセットマネジメント事業者等のネッ

トワークと、Upsolar 社が有する太陽光発電分野における商品開発ノウハウ等の両社の得意な業務分野を

活かしつつ、情報交換・共同販売・営業協力により経営資源を有効活用することで、両社の企業価値向上

を実現することを目的としております。 

当社は、当該事業における当初の販売先として一般分譲マンション事業者、プロパティマネジメント事

業者、農業事業者、戸建住宅メーカー、工務店、倉庫、商業施設、公共施設等を対象として想定しており、

当社が有する不動産情報の顧客別、地域別の属性分析力等を活用し、太陽光発電の商品開発、情報交換・

共同開発・共同販売・営業協力等により事業を拡大していくことで、将来的には、当該業務提携により太

陽光発電市場において新たな収益源を獲得できると考えております。なお、販売開始時期については決定

次第お知らせいたします。 

 

（※1）PVJapan2010 は、太陽光発電の普及促進・産業発展に寄与する日本唯一の業界団体太陽光発電協会

（JPEA）と、世界に約 2,000 社のメンバーを要するグローバルな工業会 SEMI が共同開催する太陽光発  

電に関する総合イベントであります。 

（※2）本業務提携契約にあたっては J-PEC（経済産業省が平成 20 年度より開始した住宅用太陽光発電シス

テムの設置に関する補助制度（住宅用太陽光発電導入支援対策費補助金）であり、売電に係る補助金が

支給される制度）の適合機種への登録完了後、目標購買量等を設定する記載が含まれております。当社

は、まず J-PEC 登録を必要としない商業用太陽光発電システムの販売を本年８月から９月に手がける予

定としており、J-PEC 登録に必要な販売組織の構築、及び登録手続き等を完了後、より積極的な展開が

可能であると考えております。なお、当社は当該登録について平成 23 年１月に申請を開始し平成 23 年

４月に登録完了を目指しており、登録に係る費用につきましては、Upsolar 社が一定額（約 15 百万円

程度を予定）を負担する予定としておりますが、体制の整備状況の進捗状況により Upsolar 社が定める

上限額を超える金額について当社が負担する予定としております。 
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２．業務提携先の概要 

 （平成 21 年 12 月 31 日現在） 

⑭  最近３カ年の経営成績  

決 算 期 平成 19 年 12 月期 平成 20 年 12 月期 平成 21 年 12 月期 

売 上 高 ０米ドル 165 百万米ドル 175 百万米ドル 

 

３．業務提携等の内容 

 本協議書は、互いの利益拡大を目的として、Upsolar 社の製造する太陽電池を、当社が総販売代理店とし

て日本国内で独占販売することに合意し以下の通り取り決めるものである。 

（１） 業務提携の概要 

① Upsolar 社製太陽電池の日本市場における当社の独占販売権 

② 総販売元の当社に対する、Upsolar 社の協力並びにバックアップ 

③ 広告宣伝費等の認知度拡大へ向けた費用のバックアップ 

④ 販売開始初年度の目標販売容量を３５ＭＷ（メガワット） 

      ※１ＭＷは 1,000kw。住宅における平均設置容量は約 3.8kw 

 

 

 

 

① 商 号 優太(國際)新能源有限公司（Upsolar Co., Ltd.） 

② 事 業 内 容 
ソーラー製品の研究、開発、販売、投資業務、プロジェクト開発、システム

開発 

③ 設 立 年 月 日 2006 年 11 月１日 

④ 本 店 所 在 地 
Rm 907, JSH001, Wing Tuck Commercial Centre, 

177-183 Wing Lok Street, Hong Kong, China 

⑤ 代表者の役職・氏名 首席执行官 ZHE JIANG 

⑥ 資 本 金 HK$ 30,000,000 

⑦ 発 行 済 株 式 数 30,000,000 株 

⑧ 事 業 年 度 の 末 日 12 月 31 日 

⑨ 従 業 員 数 100 名(生産基地を含めると 3,000 名) 

⑩ 主 要 取 引 先 
Saint-gobain, GDF SUEZ, LIQUIGAS, Siemens, ENEL Spa SA, Ansaldo Energia, 

Novenergia SICAV, SPIE, Efacec 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 HSBC Group 

⑫ 大株主及び持株比率 JR Invest30%、その他経営陣 70% 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 ⑬ 
上 場 会 社 と 

提 携 先 の 関 係 等 
関連当事者へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません。 
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（２） 業務提携の内容 

（Upsolar 社の役割） 

①当社に対する太陽電池の供給 

②Upsolar 社の製造する太陽電池を販売するにあたり必要となる資料等の無償提供 

③Upsolar 社の製造する太陽電池を J-PEC 適合機種に登録するにあたり必要な資料等の無償提供 

④Upsolar 社としての広告宣伝及び展示会への出展等に必要な費用の負担 

⑤販売に向けた体制全般の整備業務のサポート 

⑥その他、前各号に付随する業務 

  

（当社の役割）   

①Upsolar 社の製造する太陽電池の販売 

②Upsolar 社の製造する太陽電池を J-PEC に登録するための手続業務の支援 

③販売組織の構築 

④メンテナンスやアフターサービス等の体制整備   

⑤Upsolar 社に協力或は独立太陽光発電システムに必要な付属機器等の供給体制の整備 

（※独立太陽光発電システムは、Upsolar 社が製造した太陽電池と、他メーカーのその他付属機器を搭載

しております。） 

⑥その他、前各号に付随する業務 

 

（３）資本提携 

 Upsolar 社が当社に対しての出資を含めた資本提携の意向を示し、その方法を含めた詳細について協議の

上別途書面にて定めるものとする。 

出資については、J-PEC の登録完了を予定している平成 23 年４月以降の販売状況に鑑みて決定されるもの

であり、当期中に出資を行うものではありません。 

 

※ 当該契約書には、J-PEC 登録に係る費用の一部を当社が負担する旨の文言が記載されております。 

※ 当該契約書には、保証金について当社が預入を行う旨の文言が記載されております。 

 

４．スケジュール 

  平成 22 年 7月 26 日   業務提携に関する取締役会決議 

平成 22 年７月 26 日   業務提携契約 締結 

（販売開始日については、現在確定しておりませんが、確定次第ただちにお知らせいたします。） 

 

５．今後の見通し 

平成 23 年３月期通期連結業績に与える影響は、販売に向けた体制全般の整備が今期末を目処としているた

め軽微であると考えております。また、当社が平成 22 年５月 14 日「決算短信」にて公表いたしました今期

業績予想数値についての変更はありません。今後発生する費用の額等を含め当社の業績に重大な影響を与え

ることが判明した場合には、速やかにお知らせいたします。 

以   上 


